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証券コード　9909

2021年６月２日

株 主 各 位
神奈川県小田原市西大友205番地２

代表取締役社長 近 藤 　 保

第62期定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜りありがたく厚くお礼申しあげます。
さて、当社第62期定時株主総会を下記により開催いたしますので、

ご案内申しあげます。
なお、当日ご出席に代えて、書面によって議決権を行使することができますの

で、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書
用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2021年６月16日（水曜日）午後５時
15分までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 2021年６月17日（木曜日）午前10時
２．場 所 神奈川県小田原市城内８番10号

報徳二宮神社　報徳会館
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．会議の目的事項
報 告 事 項 第62期（2020年３月21日から2021年３月20日まで）事業報告

および計算書類報告の件
決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 監査役２名選任の件
第３号議案 補欠監査役１名選任の件
第４号議案 退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

４．議決権の行使等についてのご案内
（次頁【議決権の行使等についてのご案内】をご参照ください。）

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますよう、お願い申しあげます。

－ 1 －

株主各位
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【第62期定時株主総会における新型コロナウイルス感染防止対策について】

１．当社の対応について
○株主総会において当社役員ならびに運営スタッフは、マスクを着用して対応

させていただきます。
○受付に、アルコール消毒液を設置いたします。

２．株主様へのお願い
○株主総会へのご出席を検討されている株主様におかれましては、当日までの
健康状態や体調等にも十分ご留意いただき、くれぐれもご無理をなされない
ようお願いいたします。

○ご高齢の方、基礎疾患のある方あるいは妊娠されている方など、ご心配・ご
不安のある方は、株主総会へのご出席を見合わせることをご検討ください。

○当日のご出席を要せず書面により議決権を行使する方法もございますので、
併せてご検討ください。

３．ご来場される株主様へのお願い
○アルコール消毒液の利用とマスクの着用について、ご協力をお願いいたしま

す。
○体調不良とお見受けする方には、運営スタッフよりお声がけをさせていただ
くことがございますので、あらかじめご了承のうえ、ご協力をお願いいたし
ます。

４．当社決算説明会ならびに懇談会の中止について
○株主総会後に開催を予定しておりました当社決算説明会ならびに懇談会につ
きましては、中止とさせていただきます。

【議決権の行使等についてのご案内】

(1) 代理人による議決権行使
代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主１名を代

理人として株主総会にご出席いただけます。ただし、代理権を証明する書面の
ご提出が必要となりますのでご了承ください。

(2) 株主総会参考書類ならびに事業報告および計算書類を修正する場合の周
知方法
株主総会参考書類ならびに事業報告および計算書類に修正が生じた場合は、

インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　 h t t p s : / / a i k o -
denki.co.jp/）に掲載させていただきます。

(3) 第60期定時株主総会招集ご通知より、日付の表示方法を和暦表示から西
暦表示に変更しております。

以上

－ 2 －
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　　（提供書面）

事　 業　 報　 告

( 2020年３月21日から
2021年３月20日まで )

１．会社の現況に関する事項

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

当事業年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症拡大によ

り経済活動が停滞する中、企業収益や個人消費も大幅に落ち込み、非常に

厳しい状況で推移しました。５月に緊急事態宣言が一旦解除されました

が、11月以降の感染再拡大により、2021年１月８日から2021年３月21日ま

で再び緊急事態宣言が当社の営業エリアである１都３県で出される等、依

然として新型コロナウイルス感染症の終息見込みが立たず、景気の先行き

は大変不透明な状況となっております。

電設資材卸売業界においては、新設住宅着工戸数が４月から２月まで

の11ヵ月間で前年比8.7％減と一戸建てを中心にいまだ回復の足取りは遅

く、建設技術者の慢性的な人手不足や労務費・建設資材価格の高止まりに

より需要獲得の競争が激しく、収益環境は依然として厳しい状況です。ま

た新型コロナウイルス感染症の影響により建設工事の一部に着工や進捗

の遅延等も発生したため、上半期の業績に少なからず影響を受けました。

このような状況の中、当社においては４月12日に開催を予定していた展

示即売会｢AIKOフェスタ2020｣を中止した他、緊急事態宣言発令中は、在宅

勤務、時差出勤、事前アポイントメントによりお客様の了解を得た訪問営

業等の対策をとっており、緊急事態宣言解除後についても感染リスクを抑

えるための対応策をとりつつ状況を考慮しながら営業活動を行っており

ます。

結果、当事業年度における売上高は10,263百万円（前年同期比15.3％

減）となりました。

利益面につきましては、人件費等の減少により販売費及び一般管理費の

総額は1,533百万円（前年同期比13.4％減）となりました。これらの要因

－ 3 －
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により営業利益223百万円（前年同期比30.2％減）となり、経常利益226百

万円（前年同期比30.0％減）、当期純利益は144百万円（前年同期比31.0％

減）となりました。

販売実績
（単位：千円）

品目別

第61期

( 自　2019年３月21日
至　2020年３月20日 )

第62期

( 自　2020年３月21日
至　2021年３月20日 )

金 額 金 額

照 明 器 具 類 3,311,211 2,599,312

電 線 ・ パ イ プ 類 3,068,650 2,626,207

開 閉 器 ・ 盤 ・ 制 御 機 器 類 2,933,578 2,291,514

家 電 ・ 住 設 ・ 弱 電 機 器 類 1,571,999 1,624,073

そ の 他 1,232,624 1,122,269

合 計 12,118,064 10,263,378

（注）１．数量については、取扱い商品の種類、価格が多岐に亘るため記載を省略しております。

２．上記金額には消費税等は含まれておりません。

②　設備投資の状況

当事業年度に実施した設備投資の総額は10百万円であり、その主なもの

は什器備品の購入と基幹システムの更新によるものです。また、当事業年

度中に重要な影響を及ぼす設備の売却、撤去等はありません。

③　資金調達の状況

当事業年度は特記すべき資金調達はありません。

－ 4 －
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

項　目
第59期

(2018年３月期)
第60期

(2019年３月期)
第61期

(2020年３月期)

第62期
(当事業年度)
(2021年３月期)

売 上 高 (千円） 10,936,065 11,141,106 12,118,064 10,263,378

経 常 利 益 (千円） 273,808 300,846 323,140 226,286

当 期 純 利 益 (千円） 167,758 183,123 209,893 144,821

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 191円67銭 209円26銭 239円90銭 165円55銭

総 資 産 (千円） 6,186,170 6,434,080 6,734,812 6,492,702

純 資 産 (千円） 2,275,846 2,422,234 2,573,862 2,679,792

（注）１．１株当たり当期純利益は期中平均株式数で算出表示しております。

２．当社は、2017年９月21日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っており

ます。第59期（2018年３月期）の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当た

り当期純利益を算定しております。

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

該当事項はありません。

(4) 対処すべき課題

経営環境に関しましては、変異コロナウイルスの感染拡大が懸念される

中、感染者拡大の収束が見通せない地域では『新型コロナウイルス感染症ま

ん延防止等重点措置』が公示されるなど、景気回復に影響を及ぼす事態とな

っております。

特に本社所在地である小田原や近隣の箱根、静岡県の伊東・下田・沼津

を商圏に持つ当社においては観光施設に対する設備投資の中止や延期、また

は施設の一時閉鎖など更に長期化すると当社の収益にも影響を及ぼしかね

ない状況が予想されます。

ワクチンの早期普及が望まれるところですが、リスクの高い人口密集地

ほど普及に時間を要するとの試算もあり、経済回復が遅延すると建設投資が

減少し限られた案件を奪い合う過当競争に発展することが懸念されます。

また、コロナ禍の影響で首都圏企業においてはオフィスへの出社制限な

どでリモートワークが増加し、地方都市への住居の移転が増加している傾向

はありますが、神奈川県内における転入人口の増加は、一部の地域に限定す

－ 5 －
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る傾向であるため、地方における人口減少と高齢化は依然として歯止めがか

からない状況が続いております。

既存得意先の後継者問題（後継者不足）なども見据えて、新たな販売チ

ャネルの開拓、今後発展が見込まれる蓄電池などの蓄エネ関連商品、ＥＶ車

普及に伴う充電ステーション等インフラ投資への深耕営業のための体制強

化、ＳＤＧｓをビジネスチャンスとする具体的な戦略の構築など将来展望の

ある課題に取り組んでまいります。

他方、今後発生が懸念される大規模地震や風水害に対しては近接地域を

含めた事業継続計画（ＢＣＰ）対策への策定も求められております。東日本

大震災から10年、熊本地震から５年を振返り実効性のあるＢＣＰ対策の策定

が課題であります。

－ 6 －
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(5) 主要な事業内容

当社は照明器具・電線等、電気機器電設資材を専門に取扱う卸売業者であ

り、関東・静岡県東部を地盤とし、専業メーカーの商品を中心に電気工事・

設備工事業者、法人企業（工場関連）を対象に販売を行っております。

(6) 主要な営業所

本社　：神奈川県小田原市西大友205番地２

営業所：小田原・横浜・横須賀・厚木・藤沢・平塚（以上神奈川県）

沼津・伊東・下田（以上静岡県）

品川・世田谷・狛江（以上東京都）

(7) 従業員の状況

従 業 員 数 前 期 末 比 較 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

133名 △２名 40.7歳 17.02年

（注）　従業員数には、嘱託及びパートタイマー（23名）は含んでおりません。

(8) 主要な借入先の状況（2021年３月20日現在）

借 入 先 借 入 残 高

株 式 会 社 静 岡 銀 行 800,000千円

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 400,000

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 200,000

株 式 会 社 横 浜 銀 行 200,000

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 100,000

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 100,000

(9) その他企業の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。

２．会社の株式に関する事項（2021年３月20日現在）

(1) 発行可能株式総数 2,400,000株

(2) 発行済株式の総数 882,200株

(3) 株主数 604名

－ 7 －
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(4) 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

愛 光 電 気 共 栄 会 167,000株 19.1％

近 藤 　 保 108,280株 12.4％

東 芝 ラ イ テ ッ ク 株 式 会 社 52,800株 6.0％

河 村 電 器 産 業 株 式 会 社 40,600株 4.6％

ト シ ン ・ グ ル ー プ 株 式 会 社 33,100株 3.8％

光 昭 株 式 会 社 31,800株 3.6％

さ が み 信 用 金 庫 19,800株 2.3％

日 東 工 業 株 式 会 社 18,800株 2.1％

株 式 会 社 静 岡 銀 行 17,600株 2.0％

宇 田 　 肇 16,300株 1.9％

（注）　持株比率は、発行済の普通株式の総数から自己株式（7,455株）を除いて計算しておりま

す。

３．新株予約権等の状況

該当事項はありません。

－ 8 －
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４．会社役員の状況

(1) 取締役及び監査役の状況

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 近 藤 　 保 全社統括（兼）営業部門統括

常 務 取 締 役 武 井 勝 義 経営企画室（兼）経理部担当

取 締 役 石 川 裕 一 総 務 人 事 部 長

取 締 役 早 野 幸 人
東 京 営 業 部 長 （ 兼 ）
交 通 営 業 部 長

取 締 役 関 　 　 忠 神 奈 川 西 営 業 部 長

取 締 役 藤 田 博 司
藤田公認会計士事務所所長
内 部 統 制 補 佐

常 勤 監 査 役 神 　 嘉 彦

監 査 役 板 倉 　 崇

監 査 役 関 野 純 一

（注）１．取締役　藤田博司氏は社外取締役であります。

２．監査役　板倉　崇氏及び監査役　関野純一氏は社外監査役であります。

３．2020年６月18日開催の第61期定時株主総会において関　忠氏が取締役に選任され就任

いたしました。

４．取締役　藤田博司氏は公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程

度の知見を有するものであります。

５．当社は取締役　藤田博司氏、監査役　板倉　崇氏及び監査役　関野純一氏を東京証券

取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

(2) 事業年度中に退任した役員

氏 名 退 任 日 退 任 理 由 退任時の地位

大 関 　 正 一 2 0 2 0年６月1 8日 任 期 満 了 専 務 取 締 役

柏 木 　 良 明 2 0 2 0年６月1 8日 任 期 満 了 常 務 取 締 役

(3) 責任限定契約の内容の概要

　当社と取締役（業務執行取締役等であるものを除く）及び監査役は、会

社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を

限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度

額は、法令に定める 低責任限度額としております。

－ 9 －
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2021/05/25 20:53:46 / 20699896_愛光電気株式会社_招集通知

(4) 補償契約の内容の概要

　当事業年度末において当社と役員等の間で補償契約はありません。

(5) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要

　当社は、取締役及び監査役全員を被保険者として、保険会社との間で会

社役員賠償責任保険（D&O保険）契約を締結しており、被保険者が株主代表

訴訟等を提起され損害賠償を請求された場合及び被保険者が損害賠償請求

を提起され職務に起因する第三者に対する損害を賠償した場合の法律上の

損害賠償金及び争訴費用等について補償することとし、保険料を全額当社

が負担しております。

　また、被保険者が私的な利益供与等を違法に得たことや法令違反を認識

しながら行った行為に起因する損害賠償請求等は填補の対象といたしませ

ん。

(6) 取締役及び監査役の報酬等の総額

①役員報酬等の内容の決定に関する方針等

当社は、取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決

定方針を決議しております。

また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等につい

て、報酬等の内容の決定方法及び決定された報酬等の内容が取締役会で

決議された決定方針と整合していることを確認しており、当該決定方針

に沿うものであると判断しております。

取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容は次のとおりで

す。

ａ．基本方針

当社の取締役の報酬は、世間水準及び経営内容、正規従業員給与

等とのバランスを考慮した報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決

定に際しては各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針と

しております。各取締役の報酬は、基本報酬、賞与、退職慰労金と

します。
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ｂ．基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針

（報酬等を与える時期または条件の決定に関する方針を含む。）

当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、取締役規程に

基づき、役位、職責、在任年数に応じて他社水準、当社の業績、従

業員給与の水準をも考慮しながら総合的に勘案して決定するもの

としております。

当社の取締役の賞与は、取締役規程に基づき、業績や個々の取締

役の貢献度等を勘案して決定し、原則、毎年一定の時期に支給して

おります。

当社の取締役の退職慰労金は、取締役退職慰労金内規に基づき、

役位、在任年数等に応じて決定し、退職時に支給しております。

ｃ．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

個人別の報酬額については、基本報酬の額及び賞与は取締役規程

に基づき取締役会で決定し、退職慰労金は取締役退職慰労金内規に

基づき取締役会で決定しております。

ｄ．監査役の報酬等の額及び算定方法に係る方針

当社の監査役の報酬等の決定額は、世間水準および経営内容、正

規従業員給与等とのバランスを考慮して、株主総会が決定した報酬

総額の限度内において監査役の協議で決定しております。

監査役賞与は、会社の業績に応じて、取締役会の議を経て決定し

ております。

監査役賞与の配分は、監査役としての個々の業務執行状況を評価

して、監査役の協議により決定しております。

監査役が退職する際には、監査役退職慰労金内規に基づき、役員

退職慰労金を支給しております。
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②当事業年度に係る報酬等の総額等

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
（う　 ち　 社　 外　 取　 締　 役）

８名
（１名）

77,334千円
（1,950千円）

監 査 役
（う　 ち　 社　 外　 監　 査　 役）

３名
（２名）

8,000千円
（2,600千円）

合 計
（う　　ち　　社　　外　　役　　員）

11名
（３名）

85,334千円
（4,550千円）

（注）１．当社に使用人兼務取締役の該当はありません。

２．取締役の報酬限度額は、2006年６月16日開催の第47期定時株主総会において年額

180,000千円以内と決議いただいております（使用人兼務取締役に対する使用人給与は

含まない）。当該株主総会終結時点の取締役の員数は５名（うち社外取締役０名）で

す。

３．監査役の報酬限度額は、2006年６月16日開催の第47期定時株主総会において年額

14,400千円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は

４名です。

４．上記の支給額には、以下のものが含まれております。

・当事業年度における役員退職慰労引当金の繰入額9,308千円

（取締役８名に対し8,508千円（うち社外取締役１名に対し150千円））

（監査役３名に対し  800千円（うち社外監査役２名に対し200千円））

５．当社は当事業年度末時点で業績連動報酬を導入しておりません。また非金銭報酬等も

該当ありません。

(7) 当事業年度中に支払った役員退職慰労金

　2020年６月18日開催の第61期定時株主総会決議に基づき、同総会終結の

時をもって退任した役員に対し役員退職慰労金を以下のとおり支給してお

ります。

・取締役２名　　　56,650千円

　なお、この金額には上記(6)及び過年度の事業報告において開示した役員

退職慰労引当金の繰入額が含まれております。
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(8) 社外役員に関する事項

①　他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他

の法人等との関係

　当社社外役員において他の法人等の業務執行者としての重要な兼職は

ありません。なお、監査役　関野純一氏につきましては当社他１社の取

締役に就任しておりますが、当該会社と当社との間に取引及び特別な関

係はありません。

②　他の法人等の社外役員としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の

法人等との関係

　当社社外役員において他の法人等の社外役員としての重要な兼職はあ

りません。なお、取締役　藤田博司氏につきましては当社他２社の社外

監査役に就任しておりますが、当該会社と当社との間に取引及び特別な

関係はありません。

③　当事業年度における主な活動状況

出席状況,発言状況及び

社外取締役が果たすことが期待される役割に関して行った職務の概要

取締役　藤田博司

当事業年度に開催された取締役会17回全てに出席いたしました。取締

役会においては、議案の審議に必要な発言をする等、内部統制等の企

業経営分野に係る専門的な知識と視点を活かすとともに、社外者の立

場からの視点で助言及び意思決定を行っております。

監査役　板倉　崇

当事業年度に開催された取締役会17回及び監査役会17回全てに出席い

たしました。取締役会及び監査役会においては主に中立の立場から意

見を述べるなど、議案審議等の意思決定の妥当性・適正性を確保する

ための助言・提言を行っております。

監査役　関野純一

当事業年度に開催された取締役会17回及び監査役会17回全てに出席い

たしました。取締役会及び監査役会においては主に中立の立場から意

見を述べるなど、議案審議等の意思決定の妥当性・適正性を確保する

ための助言・提言を行っております。
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５．会計監査人の状況

(1) 名称　　　　　　　　　　有限責任 あずさ監査法人

(2) 報酬等の額

支 払 額

・当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 21,960千円

・当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の
利益の合計額

21,960千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません

ので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しており

ます。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積り

の算定根拠等が適切であるか必要な検証を行った上で、会計監査人の報酬等の額につ

いて同意しております。

(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

当社は、会社法第340条第１項に定める項目に該当すると認められる場合及

び監督官庁から業務停止処分を受けた場合等、当社の監査業務に重大な支障

を来たす事案が発生した場合には、監査役全員の同意に基づき、監査役会が

会計監査人を解任いたします。

この場合、監査役会で選定した監査役が解任後 初に招集される株主総会

において、当該解任の理由を報告いたします。

その他、会計監査人としてふさわしくないと判断される事象が認められた

場合、監査役会は会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定

いたします。

６．業務の適正を確保するための体制

(1) 取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制

①　取締役を含む全従業員が法令、社内規程、その他名称の如何にかかわら

ず業務上定められた全ての規則類、当社で要求される標準的業務手順を遵

守し、社会規範、企業倫理に基づき善良なる管理者としての注意義務を尽

くして行動するため、そのとるべき行動の基準・規範を示したコンプライ

アンス規程を制定しております。
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②　社長の諮問機関である常務会の下部機関としてコンプライアンス委員会

を設置し、全ての役員及び従業員が公正で高い倫理観に基づいて行動し、

広く社会から信頼される経営体制を確立しております。

③　当社は法令の遵守やリスクの予防を前提に、全部署を対象として業務の

適正な運営、改善、効率の増進を図るため、内部監査室が新たな課題を検

討した上で、必要に応じ社長許可のもと具体的な解決策を担当部門に指示

し、その後の進捗管理を行うなど内部牽制機能の強化を図っております。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

①　取締役の職務執行に係る情報については、法令及び取締役会規程、常務

会規程、職務権限規程、文書管理規程等の社内規則に基づき作成し、必要

に応じて取締役、監査役、会計監査人等が閲覧、謄写可能な状態にて管理

しております。なお、保存期間は法令その他別段の規定がある他は、文書

管理規程の保存期間によるものとします。

②　法令または取引所適時開示規則に則り、必要な情報開示を行っておりま

す。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①　当社は経営に重大な影響を及ぼす恐れのある事業リスクを的確に把握し、

適切に認識・評価するために、リスク管理規程を定め、リスクの未然防止

及び危機発生時の迅速な対応が可能となる体制整備に努めています。

②　社長の諮問機関である常務会へのリスク情報の集約と、業務執行の適切

な遂行のため、リスク管理委員会を設置しており、主要リスクの把握、

分析、評価を行い適宜報告を行います。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

①　当社は、環境変化に対応した会社全体の将来ビジョンと目標を定めるた

め、中期経営計画及び単年度の経営計画を策定しております。経営計画を

達成するため、取締役の職務権限と担当業務を明確にし、職務の執行の効

率化を図っております。

②　取締役会の下に、社長の諮問機関である常務会を設け、取締役会の議論

を充実させるべく事前審議を行うと共に、取締役会から委譲された権限の

範囲内で当社業務の執行及び施策の実施等について審議し、意思決定を行

っております。
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(5) 当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務

の適正を確保するための体制

　該当事項はありません。

(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の取締役

からの独立性に関する事項

①　現在、監査役の職務を補助すべき使用人は配置しておりませんが、監査

役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、取締役は監査

役と協議の上、必要に応じて同使用人を置くこととしております。

②　同使用人の人事については、取締役と監査役が意見交換を行い決定して

おります。

③　監査役が指定する補助すべき期間中は、任命された使用人への指揮権は

監査役に移譲されたものとし、取締役からの独立性を確保しております。

(7) 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告

に関する体制

①　取締役及び使用人は、会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実を発見

したときは直ちに監査役に報告します。

②　監査役は、取締役会の他、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を

把握するため、必要に応じ常務会等の重要な会議に出席し、主要な稟議書

その他業務執行に関する重要な文書を閲覧することで取締役または使用人

にその説明を求められる体制を確保しております。

③　監査役へ報告をした取締役及び使用人に対し、監査役へ報告したことを

理由として不利な扱いを行うことを禁止いたします。

(8) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①　当社の監査役の過半数は独立社外監査役とし、対外透明性を担保する

体制としております。

②　内部監査担当部門は監査役との密接な連携を保つことにより、監査役の

監査の実効性は確保されております。

③　監査役がその職務の執行について生じる費用の前払いまたは償還の請求

を行ったときは、職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速や

かに当該費用または債務を処理いたします。
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(9) 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

当社は、反社会的勢力排除に向けた社会的責任及び、反社会的勢力による

苦情・相談を装った圧力等からの企業防衛の重要性を十分認識し、反社会的

勢力との関係遮断を重視した業務運営を行います。

(10) 反社会的勢力排除に向けた整備状況

当社は、国が示した「企業が反社会的勢力による被害を防止するための指

針」を基本姿勢とし、反社会的勢力に対して屈することなく法律に則して

対応すること、及び各関連規程の充実と周知徹底を図ります。

また、反社会的勢力への対応に際し、適切な助言や協力を得ることができ

るよう、平素より警察、弁護士、地域企業防衛対策協議会等との連携を図り

ます。

７．業務の適正を確保するための体制の運用状況

当社は、前記の内部統制システムの整備を行い、取締役会において継続的に

経営上の新たなリスクについて検討しております。それらにより、必要に応じ

て社内の諸規程及び業務の見直しを実施し、内部統制システムの実効性を向上

させております。

また、常勤監査役は監査役監査の他、取締役会及び社内の重要な会議に出席

し、業務の執行の状況やコンプライアンスに関するリスクを監視しておりま

す。

内部監査室も内部監査の定期的な実施により、日々の業務が法令・定款、

社内規程等に違反していないかを検証しております。

８．会社の支配に関する基本方針

　該当事項はありません。

注記：本事業報告中の記載の数字は、表示単位未満の端数を切り捨てております。ただし、百分

率は小数点第２位を四捨五入しております。
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貸　借　対　照　表
（2021年３月20日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

商 品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 装 置

車 輌 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

電 話 加 入 権

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

出 資 金

破 産 更 生 債 権 等

敷 金 及 び 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

5,717,923

2,508,457

556,048

396,190

1,830,950

339,380

87,757

△861

774,779

453,845

125,161

210

1,603

0

27,768

299,101

22,549

15,224

7,324

298,384

66,657

19,805

11,144

129,819

62,962

19,139

△11,144

流 動 負 債 3,588,596

支 払 手 形 73,187

電 子 記 録 債 務 593,940

買 掛 金 911,075

短 期 借 入 金 1,400,000

１年内返済予定の長期借入金 400,000

未 払 金 75,809

未 払 費 用 28,324

未 払 法 人 税 等 4,795

未 払 消 費 税 等 11,654

賞 与 引 当 金 62,000

そ の 他 27,808

固 定 負 債 224,313

退 職 給 付 引 当 金 134,688

役員退職慰労引当金 89,625

負 債 合 計 3,812,910

純 資 産 の 部

株 主 資 本 2,656,892

資 本 金 611,650

資 本 剰 余 金 691,950

資 本 準 備 金 691,950

利 益 剰 余 金 1,364,766

利 益 準 備 金 45,943

その他利益剰余金 1,318,823

別 途 積 立 金 540,000

繰 越 利 益 剰 余 金 778,823

自 己 株 式 △11,473

評価・換算差額等 22,900

その他有価証券評価差額金 22,900

純 資 産 合 計 2,679,792

資 産 合 計 6,492,702 負 債 純 資 産 合 計 6,492,702

－ 18 －
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損　益　計　算　書

( 2020年３月21日から
2021年３月20日まで )

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 10,263,378

売 上 原 価 8,505,769

売 上 総 利 益 1,757,608

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,533,860

営 業 利 益 223,747

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 2,446

そ の 他 営 業 外 収 益 6,535 8,981

営 業 外 費 用

支 払 利 息 6,442

そ の 他 営 業 外 費 用 0 6,442

経 常 利 益 226,286

税 引 前 当 期 純 利 益 226,286

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 15,506

法 人 税 等 調 整 額 65,958 81,465

当 期 純 利 益 144,821

－ 19 －
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株主資本等変動計算書

( 2020年３月21日から
2021年３月20日まで )

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計

資本準備金
資本剰余金
合 計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計

別途積立金
繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 611,650 691,950 691,950 45,943 540,000 686,491 1,272,434 △11,347 2,564,686

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － － － － △52,489 △52,489 － △52,489

当 期 純 利 益 － － － － － 144,821 144,821 － 144,821

自 己 株 式 の 取 得 － － － － － － － △125 △125

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

－ － － － － － － － －

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － 92,332 92,332 △125 92,206

当 期 末 残 高 611,650 691,950 691,950 45,943 540,000 778,823 1,364,766 △11,473 2,656,892

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 9,176 9,176 2,573,862

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － △52,489

当 期 純 利 益 － － 144,821

自 己 株 式 の 取 得 － － △125

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

13,723 13,723 13,723

当 期 変 動 額 合 計 13,723 13,723 105,929

当 期 末 残 高 22,900 22,900 2,679,792

－ 20 －
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個別注記表

〔重要な会計方針に係る事項〕

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの………期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用して

おります。

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品………………………移動平均法に基づく原価法によっております。（貸借対照表価額

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(3) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

定率法（ただし1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016

年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）によっておりま

す。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　　　　８～65年

機械装置及び車輛運搬具　　17～18年

工具器具備品　　　　　　　３～20年

②　無形固定資産

定額法によっております。

なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法を採用しております。

２．引当金の計上基準

貸倒引当金………………債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金………………従業員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額の当事業年度

負担額を計上しております。

役員賞与引当金…………役員の賞与支給に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込

額を計上しております。なお、当事業年度に係る役員賞与は支給

しないため、当事業年度末において役員賞与引当金は計上してお

りません。

退職給付引当金…………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき当事業年度末において発生し

ていると認められる額を計上しております。

退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末

自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適

用しております。

－ 21 －
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役員退職慰労引当金……役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく期末要支

給額を計上しております。

３．追加情報

（新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り）

　新型コロナウイルス感染症の影響につきましては、会計上の見積り（繰延税金資産の回収

可能性、固定資産の減損の判定、貸倒引当金）に与える影響は軽微であります。

　当社は、新型コロナウイルス感染症拡大による経営環境への影響は、2021年度中は継続し、

回復は早くても2022年度以降になると仮定しております。

　しかしながら、新型コロナウイルス感染症拡大による影響は不確定要素が多く、次期以降

の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

５．未適用の会計基準等

（収益認識に関する会計基準等）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日　企業会計基準委員

会）

「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　2021年３月26日

　企業会計基準委員会）

(1) 概要

国際会計基準審議会（ＩＡＳＢ）及び米国財務会計基準審議会（ＦＡＳＢ）は、共同して

収益認識に関する包括的な会計基準の開発を行い、2014年５月に「顧客との契約から生じる

収益」（ＩＡＳＢにおいてはＩＦＲＳ第15号、ＦＡＳＢにおいてはＴｏｐｉｃ606）を公表し

ており、ＩＦＲＳ第15号は2018年１月１日以後開始する事業年度から、Ｔｏｐｉｃ606は2017

年12月15日より後に開始する事業年度から適用される状況を踏まえ、企業会計基準委員会に

おいて、収益認識に関する包括的な会計基準が開発され、適用指針と合わせて公表されたも

のです。

企業会計基準委員会の収益認識に関する会計基準の開発にあたっての基本的な方針として、

ＩＦＲＳ第15号と整合性を図る便益の１つである財務諸表間の比較可能性の観点から、ＩＦ

ＲＳ第15号の基本的な原則を取り入れることを出発点とし、会計基準を定めることとされ、

また、これまで我が国で行われてきた実務等に配慮すべき項目がある場合には、比較可能性

を損なわせない範囲で代替的な取扱いを追加することとされております。

(2) 適用予定日

2023年３月期の期首から適用します。

(3) 当該会計基準等の適用による影響

「収益認識に関する会計基準」等の適用による計算書類に与える影響については、現時点で

評価中であります。

－ 22 －
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６．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 990,570千円

(2) 期末日満期手形

期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当

事業年度末日が金融機関の休業日であったため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれ

ております。

受取手形 13,465千円

７．株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普通株式（株） 882,200 － － 882,200

(2) 自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普通株式（株） 7,375 80 － 7,455

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。

(3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

2020年６月18日開催の第61期定時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 52,489千円

・１株当たり配当額 　　　60円

・基準日 2020年３月20日

・効力発生日 2020年６月19日

②　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの

2021年６月17日開催の第62期定時株主総会において次のとおり付議いたします。

・配当金の総額 34,989千円

・配当の原資

・１株当たり配当額

利益剰余金

      40円

・基準日 2021年３月20日

・効力発生日 2021年６月18日

－ 23 －
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８．税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

退職給付引当金 41,182千円

役員退職慰労引当金 27,403千円

貸倒引当金 3,670千円

減損損失 35,721千円

減価償却超過額 8,558千円

未払事業税 251千円

未払社会保険料 5,718千円

賞与引当金 19,635千円

その他 782千円

繰延税金資産小計 142,924千円

評価性引当額 △69,876千円

繰延税金資産合計 73,048千円

（繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 10,085千円

繰延税金負債合計 10,085千円

繰延税金資産純額 62,962千円

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別

の内訳

法定実効税率 30.6％

（調整）

交際費 1.8％

住民税均等割 3.5％

評価性引当額 0.2％

その他 △0.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 36.0％

９．リースにより使用する固定資産に関する注記

(1) リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

　該当事項はありません。

(2) オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 52,774千円

１年超 72,640千円

合計 125,415千円
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10．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

　資金運用については、投機的な投資は行わない方針であり、低リスクの金融商品に限定し

ております。また、設備投資計画及び毎月の資金繰りにあわせて必要な資金を調達しており

ます。なお、資金調達については銀行借入によって調達しております。

②　金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形、電子記録債権及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されており

ます。投資有価証券は、主に業務上の関係を有する取引先の株式であり、市場価格の変動リ

スクに晒されております。

営業債務である支払手形、電子記録債務及び買掛金は、そのほとんどが４ヶ月以内の支払

期日であります。短期借入金及び長期借入金は、主に運転資金及び設備投資に係る資金調達

を目的としたものであり、金利の変動リスクに晒されております。

③　金融商品に係るリスク管理体制

　イ　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、与信管理規程に従い、営業債権について各営業部門における担当責任者が取引

相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期

把握や軽減を図っております。

ロ　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、

保有状況の継続的な見直しを行っております。

ハ　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社は、経理部において適時に資金繰り計画を作成し、検討管理しております。なお、

各金融機関と良好な取引関係を維持し十分な資金調達枠を確保しております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算

定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいる為、

異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2021年３月20日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

おりであります。

貸借対照表計上額(千円) 時価(千円) 差額(千円)

①　現金及び預金 2,508,457 2,508,457 －

②　受取手形 556,048 556,048 －

③　電子記録債権 396,190 396,190 －

④　売掛金 1,830,950 1,830,950 －

⑤　投資有価証券 66,657 66,657 －

資産計 5,358,303 5,358,303 －

①　支払手形 73,187 73,187 －

②　電子記録債務 593,940 593,940 －

③　買掛金 911,075 911,075 －

④　短期借入金 1,400,000 1,400,000 －

⑤　１年内返済予定の長期借入金 400,000 400,000 －

負債計 3,378,202 3,378,202 －

（注）金融商品の時価の算定方法

資　産

①現金及び預金、②受取手形、③電子記録債権、④売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していること

から、当該帳簿価額によっております。

⑤投資有価証券

　これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、投資信託は公表され

ている基準価格によっております。

負　債

①支払手形、②電子記録債務、③買掛金、④短期借入金、⑤１年内返済予定の長期借

入金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していること

から、当該帳簿価額によっております。

11．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 3,063円51銭

(2) １株当たり当期純利益 165円55銭

－ 26 －

個別注記表
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12．退職給付に関する注記

(1) 採用している退職給付制度の概要

当社は、従業員の退職給付に充てるため、確定給付の退職一時金制度、企業年金制度及び、

確定拠出制度を設けております。退職一時金制度では、給与と勤務期間に基づいた一時金を

支給しております。

退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

(2) 簡便法を適用した確定給付制度

①　簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

退職給付引当金の期首残高 145,548千円

退職給付費用 12,339千円

退職給付の支払額 △12,457千円

制度への拠出額 △10,742千円

退職給付引当金の期末残高 134,688千円

②　退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整

表

積立制度の退職給付債務 297,902千円

年金資産 △163,214千円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 134,688千円

③　退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用 12,339千円

(3) 確定拠出制度

当社の確定拠出制度への要拠出額は、当事業年度19,211千円であります。

13．賃貸等不動産に関する注記

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

14．持分法損益等に関する注記

当社は関連会社を有していないため、該当事項はありません。

15．関連当事者との取引に関する注記

該当事項はありません。

16．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

－ 27 －

個別注記表
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2021年４月27日

愛光電気株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
東京事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 柴 田 叙 男 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 寺 田 昭 仁 

監査意見

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、愛光電気株式会社の2020年３

月21日から2021年３月20日までの第62期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」

という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点

において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会

社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽

表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整

備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成す

ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示す

る責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の

執行を監視することにある。

－ 28 －

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類等の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は

誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書におい

て独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤

謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に

影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ

スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断に

よる。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない

が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため

に、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会

計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、

入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状

況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重

要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚

起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計

算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監

査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は

継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、

構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかど

うかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実

施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で

求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関

する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事

項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容につ

いて報告を行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以　上

－ 29 －

計算書類に係る会計監査報告
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査役会は、2020年３月21日から2021年３月20日までの第62期事業年度の取締役の職務
の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成
し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結
果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況につい
て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担
等に従い取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監
査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び
主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保
するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社
法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内
容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役
及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じ
て説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検
証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応
じて説明を求めました。また、会計監査人から｢職務の執行が適正に行われることを確
保するための体制｣（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を｢監査に関する品質管
理基準｣（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受
け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書につ
いて検討いたしました。

２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して

いると認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事
実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当
該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても
指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2021年４月30日

愛光電気株式会社　監査役会

監　査　役（常勤） 神 　 嘉 彦 

監　査　役 板 倉 　 崇 

監　査　役 関 野 純 一 
（注）　監査役板倉　崇及び関野純一は社外監査役であります。

以　上

－ 30 －

監査役会の監査報告
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件

期末配当につきましては、業績、当社を取り巻く経営環境、将来の事業展開に

備えた内部留保、安定配当の維持等を総合的に勘案し行うこととしております。

当期の期末配当につきましては、通期業績が計画数値を上回ったため、配当性

向、将来の事業展開に備えた内部留保、安定配当の維持等を総合的に勘案すると

共に、株主の皆様のご支援にお応えするため、１株当たりの期末配当金を普通配

当35円に、特別配当5円を加え40円とさせていただきたく存じます。

１．期末配当に関する事項

①　配当財産の種類

金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金40円といたしたいと存じます。

なお、この場合の配当総額は34,989,800円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日

2021年６月18日といたしたいと存じます。

２．その他の剰余金の処分に関する事項

該当事項はありません。

－ 31 －

剰余金処分議案
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第２号議案　監査役２名選任の件

本総会終結の時をもって、監査役神　嘉彦氏が任期満了となり、板倉　崇氏が

辞任されます。つきましては、監査役２名の選任をお願いするものであります。

なお、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。

監査役候補者は、次のとおりであります。

候 補 者
番 号

ふ り が な

氏 名
生 年 月 日

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

１

※
たか

髙
ざわ

澤
ゆき

幸
ひこ

彦

195 5年10月８日生

1979年３月　当社入社

2000年３月　制御機器営業所長就任

2004年３月　制御機器営業部長就任

2012年９月　内部監査室長就任（現任）

800株

２

※
いわ

岩
た

田
ただ

忠
かず

和

195 5年12月３日生

1978年４月　小田原（現さがみ）信用金庫入庫

1999年２月　国府津支店長就任

2007年６月　理事就任

2013年６月　常務理事就任

2019年６月　同金庫退職

2019年６月　さがみエステートエージェンシー

㈱代表取締役就任（現任）

－

（注）１．※印は、新任の監査役候補者であります。

２．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

３．社外監査役候補者に関する特記事項

①　候補者岩田忠和氏は、社外監査役候補者であり、東京証券取引所が指定を義務付

ける一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員の要件を満たしており、

独立役員として同取引所に届け出る予定であります。

②　岩田忠和氏につきましては、各分野において長年培われた豊富な経験や実績、幅

広い知識と見識を、当社監査体制の強化に活かしていただきたいため社外監査役

として選任をお願いするものであります。

③　岩田忠和氏は、当社または当社の特定関係事業者から多額の金銭その他の財産を

受ける予定はなく、また過去２年間に受けていたこともありません。

④　岩田忠和氏は、当社または当社の特定関係事業者の業務執行者の配偶者、三親等

以内の親族その他これに準ずる者ではありません。

⑤　岩田忠和氏は、過去５年間に当社または当社の特定関係事業者の業務執行者とな

ったことはありません。

⑥　当社は、監査役との間に、会社法第427条第１項の規定により損害賠償責任を一定

の範囲に限定する契約を締結できる旨を定款に定めており、髙澤幸彦氏および岩

田忠和氏が選任された場合は、当社と両氏との間で責任限定契約を締結する予定

であります。その内容の概要は次のとおりであります。

監査役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合、その限度額

は、会社法第425条第１項に規定する 低責任限度額であります。
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⑦　当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項の規定に基づく役員等賠償責

任保険契約を締結しており、当社監査役を含む被保険者の職務の執行に関し負担

することになる損害賠償金または争訟によって生じた費用等を当該保険によって

補填することとしております。各候補者が監査役に選任され就任した場合は、当

該保険契約の被保険者となります。また、当該保険契約は次回更新時においても

同内容での更新を予定しております。

第３号議案　補欠監査役１名選任の件
法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、予め補欠監査役１名

の選任をお願いするものであります。

なお、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。

補欠監査役の候補者は次のとおりであります。

ふ り が な

氏 名
生 年 月 日

略 歴
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

お

小
がさ

笠
わら

原
 

　
ひろし

寛

19 4 9年７月19日生

1968年４月　東芝商事㈱入社

1992年４月　東芝ライテック㈱横浜営業所長就任

1995年４月　㈱神奈川商事社長就任

2003年10月　東芝電材マーケティング㈱神奈川支店長

就任

2005年10月　東芝電材マーケティング㈱執行役員

青森電材社　分社長就任

2009年３月　同社退社

2009年４月　当社顧問就任

2009年６月　常勤監査役就任

2017年６月　常勤監査役退任

1,200株

（注）１．候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２．当社は、監査役との間に、会社法第427条第１項の規定により損害賠償責任を一定の範

囲に限定する契約を締結できる旨を定款に定めており、小笠原　寛氏が監査役に就任し

た場合は、当社との間で責任限定契約を締結する予定であります。その内容の概要は次

のとおりであります。

　監査役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合、その限度額は、

会社法第425条第１項に規定する 低責任限度額であります。
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３．当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項の規定に基づく役員等賠償責任

保険契約を締結しており、当社監査役を含む被保険者の職務の執行に関し負担すること

になる損害賠償金または争訟によって生じた費用等を当該保険によって補填すること

としております。小笠原　寛氏が監査役に就任した場合は、当該保険契約の被保険者に

含まれることとなります。

第４号議案　退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

本定時株主総会終結の時をもって監査役を退任されます神　嘉彦氏および板倉

崇氏に対し、在任中の労に報いるため、当社の定める一定の基準に従い相当額の

範囲内において退職慰労金を贈呈することといたしたく存じます。

なお、その具体的な金額、贈呈の時期、方法等は監査役の協議にご一任願いた

いと存じます。

退任監査役の略歴は次のとおりであります。

氏 名 略 歴

神 　 嘉 彦 2017年６月　当社常勤監査役就任（現任）

板 倉 　 崇 2011年６月　当社監査役就任（現任）

以　上

－ 34 －

補欠監査役選任議案、監査役退職慰労金贈呈議案



2021/05/25 20:53:46 / 20699896_愛光電気株式会社_招集通知

メ　　モ

メモ



2021/05/25 20:53:46 / 20699896_愛光電気株式会社_招集通知

株主総会会場ご案内図

会　場　神奈川県小田原市城内８番10号

報徳二宮神社　報徳会館

電話　０４６５－２３－３２４６

荻窪IC

早川IC 小田原IC

早川口 箱根口 御幸の浜

西湘バイパス

至箱根 Ｒ１ 三の丸小

Ｒ１

三井住友信託銀行
旭丘高

報徳二宮神社
報徳会館

小田原城
城址公園

報徳
博物館

至
熱海

小田原厚木道路

至
東京(東

名高速)

東口

至
東京

小田原郵便局

至平塚

至平塚･横浜

市
民
会
館

酒
匂
川

小田原駅

交通のご案内

ＪＲ線、小田急線：小田原駅東口より徒歩15分・タクシー３分

西湘バイパス小田原ＩＣより車で５分

小田原厚木道路荻窪ＩＣより車で５分

地図


